
令和7年分の
所得税等、消費税及び贈与税の
確定申告状況等について

特集

国税庁は「令和7年分の所得税等、消費税及び贈与税の確定申告状況等について」をまと
めた。国税庁では、「納税者の利便性向上」の施策としてe-Taxやマイナポータル連携の

利用拡大などを推進しているが、その成果は着実に出てい
る。本特集では、所得税等、消費税及び贈与税の確定申告
状況等とともにe-Tax、マイナポータル連携の利用状況を
紹介する。

取材・文　向山勇

国税庁e-Taxキャラクター
イータ君
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令和7年分の所得税等、消費税及び
贈与税の確定申告状況等について

特
集

確定申告書の申告人員
■ ：申告納税額がある方。（）は、うち事業所得者
■ ：還付申告
■ ：申告納税額がない方
　 ：納税人員の所得金額
　 ：申告納税額
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（154）

391万人
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対前年比 100.6％
3.1
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41.4 42.1 41.6 42.5

46.2 46.3

49.6
51.2

55.0 兆円
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2,169 2,198 2,222 2,204 2,249 2,285 2,295 2,324 2,339 2,353 万人

 ● 確定申告書の申告人員の状況
令和7年分の所得税等の確定申告書を提出した人員

は2,353万人（対前年比＋0.6％）となり、平成28
年分以降、緩やかな増加傾向で推移している。

 ● 納税人員の状況
確定申告書の申告人員のうち、申告納税額がある方

（納税人員）は、628万人（対前年比＋21.3％）だっ
た。その所得金額は54兆9,617億円（同＋7.4％）、
申告納税額は4兆6,897億円（同＋6.6％）となって
おり、前年分と比較するといずれも増加している。

 ● 所得者区分別の納税人員の状況
納税人員を所得者区分別に見ると、事業所得者につ

いては、納税人員が154万人（対前年比＋30.6％）
となった。その所得金額は9兆729億円（同＋
21.6％）、申告納税額は9,298億円（同＋24.4％）
であり、前年分と比較していずれも増加している。一
方、事業所得者以外については、納税人員が473万
人（同＋18.5％）だった。その所得金額は45兆
8,887億円（同＋5.0％）、申告納税額は3兆7,598
億円（同＋3.0％）となっており、前年分と比較して
いずれも増加している。

所得税等の申告状況の推移

申告人員は2,353万人と、
平成28年分以降緩やかな増加傾向で推移

所得税等の確定申告書の申告状況
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対前年比 104.1％

H28
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34 35 35 33 37 37 38 39 41 万人

H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

申告人員
■ ：所得金額がある方
■ ：所得金額がない方
　 ：所得金額
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H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

対前年比 97.5％

申告人員
■ ：所得金額がある方
■ ：所得金額がない方
■ ：譲渡損失を翌年以降へ繰り越した方
　 ：所得金額

2.6
3.6 3.2 3.3 3.5

4.6 4.1

5.7

8.1

6.9 兆円

 ● 土地等の譲渡所得の申告状況
確定申告書の申告人員のうち、土地等の譲渡所得

（総合譲渡を含む。）の申告人員は60万人（対前年比
＋4.1％）となった。そのうち、所得金額がある方
（有所得人員）は41万人（同＋4.7％）であり、その
所得金額は6兆9,394億円（同＋6.8％）となってい
る。前年分と比較すると、申告人員、有所得人員、所
得金額のいずれも増加した。

 ● 株式等の譲渡所得の申告状況
確定申告書の申告人員のうち、株式等の譲渡所得の
申告人員は115万人（対前年比▲2.5％）となった。
そのうち、所得金額がある方（有所得人員）は74万
人（同＋0.2％）、その所得金額は6兆8,603億円（同
▲15.2％）となっている。前年分と比較すると、申
告人員及び所得金額は減少した一方で、有所得人員は
増加した。

土地等の譲渡所得の申告状況の推移

株式等の譲渡所得の申告状況の推移
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令和7年分の所得税等、消費税及び
贈与税の確定申告状況等について

特
集

確定申告におけるe-Taxの利用が着実に広がりを見せている。e-Taxの利用による所得税等の確定申告書の申
告人員は1,814万人（対前年比＋4.8％）となり、前年分から83万人増加した。所得税等の確定申告書の申告人
員2,353万人のうち77.1％がe-Taxで申告しており、4人に3人がe-Taxを利用している計算になる。

国税庁e-Taxキャラクター
イータ君

・e-Tax利用割合は 77％となり、申告人員の8割目前に

2,285 2,295 2,324 2,339

1,333
（58.3％）

1,495
（65.1％）

1,605
（69.0％）

1,732
（74.0％） 77.1％

61.8％

40.3％
270

265
256

239
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144
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36
170

154

140

481

484

34
171
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20
183

239

R3 R4 R5 R6 R7

40

申告人員
2,353 万人

1,814 万人

790

116

505

159

202

納税者による e-Tax 利用
申告人員　949 万人
対前年比　115.1％

自宅等からの e-Tax 利用
申告人員　1,454 万人
対前年比　109.4％

e-Tax 利用
申告人員　1,814 万人
対前年比　104.8％

■ ：確定申告会場で作成・e-Tax で提出
■ ：地方公共団体会場で作成・e-Tax で提出
■ ：税理士による代理送信
■ ：その他の従来の方式での送信
■ ：ID・パスワード方式での送信
■ ：マイナンバーカード方式での送信

44

e-Tax 利用状況の推移

※（）内の数値は申告人員全体に占めるe-Taxで申告した割合を示しています。

e-Taxの利用状況等
Topics 1
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2,285 2,295 2,3392,324

申告人員
2,353 万人

949万人
（40.3％）

218万人

スマホ申告
497万人

153

249
316

R3 R4 R5 R6 R7

311 289 270 251

442
（19.4％）

592
（25.8％）

690
（29.7％）

申告人員全体の
1割を下回る

申告人員全体の
4割

＋125万人

：確定申告会場に来場して申告した方の数

824
（35.2％）

408

※（）内の数値は申告人員全体に占める納税者ご自身の自宅からe-Taxで申告した割合を示しています。

自宅からのe-Taxの利用状況等

・�申告人員全体の4割が、申告者本人による自宅からのe-Tax申告
・�そのうち、半数以上がスマホを利用しており、身近なデバイスを

利用した申告が拡大
・�確定申告会場に来場して申告された方は全体の1割を下回る状況
自宅からのe-Tax利用も大きく伸びている。納税者

のうち、国税庁HP『確定申告書等作成コーナー』や
各種会計ソフトを利用して、自宅からe-Taxで申告し
た方は949万人（対前年比＋15.1％）となり、前年
分から125万人増加した。これは所得税等の確定申
告書の申告人員2,353万人のうち、4割（40.3％）
にあたる。
さらに、自宅からスマホを利用してe-Taxで申告し

た方は497万人（同＋21.8％）となり、前年分から
89万人増加した。この人数は、自宅からe-Taxで申
告した方の半数以上を占めており、スマホ申告の存在
感が増している。
他方、確定申告会場において申告した方は218万

人（同▲12.9％）となり、申告人員全体の1割を下
回る状況となっている。自宅での申告が定着しつつあ
る様子がうかがえる。

Topics 2

国税庁e-Taxキャラクター
イータ君

自宅からe-Taxで申告した方の推移
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令和7年分の所得税等、消費税及び
贈与税の確定申告状況等について

特
集

マイナポータル連携の推進

・�確定申告書の自動入力が可能なマイナポータル連携の利用者は、
408万人まで拡大
確定申告の利便性向上に向けた取り組みとして、マ

イナポータル連携の利用も拡大している。確定申告に
必要なデータ（給与や年金の収入金額、医療費の支払
額など）をマイナポータル経由で一括取得し、申告書
の該当項目へ自動入力する機能（マイナポータル連
携）の利用者は408万人（対前年比＋31.7％）とな
り、前年分から98万人増加した。

また、マイナポータル連携の前提となるマイナン
バーカード方式の利用者数は883万人となり、前年
分から187万人増加した。これはID・パスワード方
式の利用者数の5倍超にあたる。
国税庁は今後、マイナポータル連携の更なる利用の

拡大に向け、利便性の積極的な広報や機能改善を進め
ていく方針だ。

408 万人
＋98万人＋98万人

34

132

R3 R4 R5 R6 R7

191

310

883 万人

164万人

＋187万人＋187万人

▲96万人▲96万人
244

240

393

505

697

277 302
260

R3 R4 R5 R6 R7

　 ：マイナンバーカード方式
　 ：ID・パスワード方式

令和 7 年 10 月以降
ID・パスワードの

新規発行停止

Topics 3

国税庁e-Taxキャラクター
イータ君

マイナポータル連携を利用して収入や控除等
の情報を取得した方の推移

マイナンバーカード方式利用者数と
ID・パスワード方式利用者数の推移
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令和7年分の個人事業者の消費税の確定申告におけ
る申告件数は217万件（対前年比＋2.2％）となっ
た。前年分から5万件増加しており、インボイス制度
導入以降、年々増加傾向にある。また、申告納税額に
ついても8,416億円（同＋5.1％）となり、前年分か
ら増加した。

贈与税の申告書の申告人員は47万人（対前年比▲
1.2％）となった。そのうち、申告納税額がある方
（納税人員）は32万人（同▲2.8％）、その申告納税
額は5,038億円（同＋28.0％）となっている。前年
分と比較すると、申告人員及び納税人員は減少した一
方で、申告納税額は増加した。このうち暦年課税を適
用した申告人員は39万人（同▲1.3％）となった。
その申告納税額は4,215億円（同＋28.7％）となっ
ており、前年分と比較すると、申告人員は減少した一
方で、申告納税額は増加した。また、相続時精算課税
を適用した申告人員は8万人（同▲0.8％）となった。
その申告納税額は823億円（同＋24.6％）となって
おり、前年分と比較すると、申告人員は減少した一方
で、申告納税額は増加した。

H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

申告人員
■ ：申告納税額がある方
■ ：申告納税額がない方
　 ：申告納税額

2,252
2,077

2,788

2,500
2,772

3,327
3,200

3,548
3,935
5,038 億円

37

14

51 51
49 49 49

53
50 51

47
14 13 13 13

14 12 13
14

37 36 36 35 39 38 38
33 32

万人

14
万人

47
万人

令和元年 10 月以降
・消費税率が 8％→10％
・消費税軽減税率制度の導入

令和 5 年 10 月以降
インボイス制度の導入

5,946

5,932

5,931

6,062 6,235
6,315

6,277
6,850

8,004
8,416 億円

H28 H29 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

4

111 110 110 107 106 105 99

188 203 208
万件

217
万件

9万件4 4 4 7 8 6 9 9

114 114 113 111 112 114 106

197
212

申告件数
■ ：納税申告
■ ：還付申告
　 ：申告納税額

贈与税の申告状況の推移

消費税の申告状況の推移

申告件数は217万件と、前年より増加

申告件数は47万件と、前年より減少

個人事業者の消費税の申告状況

贈与税の申告状況
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令和7年分の所得税等、消費税及び
贈与税の確定申告状況等について

特
集

マイナンバー
カード 電子証明書

↓ ↓
10年 5年

市区町村窓口で 
手続が必要

マイナンバーカード等の有効期限 デジタル庁公式note

有効期限や更新手続等の詳細は
デジタル庁公式noteへ

マイナンバーカード等の
有効期限にご注意を！

令和7年度に続き、令和8年度にも多くの方が
マイナンバーカードの更新時期を迎える。（1）
マイナンバーカードの有効期限は、発行から10
回目の誕生日（カード発行時に18歳未満の場合
は5回目の誕生日）まで、（2）電子証明書の有
効期限は、年齢問わず発行から5回目の誕生日ま
でとなっている。
有効期限が過ぎると、マイナンバーカードを本

人確認書類として使えなくなるほか、マイナン
バーカードを利用した国税に関する申告、申請・
届出等のe-Tax手続やコンビニでの住民票等交付
サービスの利用などができなくなるため、注意が
必要だ。

マイナンバーカード及び電子証明書の更新手続
については、有効期限の3ヶ月前から更新できる。
また、対象となる方には、有効期限の3ヶ月前を
目途にJ-LIS（地方公共団体情報システム機構）
から有効期限をお知らせする「有効期限通知書」
が送付される。確定申告期は、市区町村窓口の混
雑が予想されるため、有効期限通知書が届いた方
は、余裕をもって早めに更新手続をしておきたい。
更新手続の際には、有効期限通知書とマイナン

バーカードが必要。有効期限や更新手続等の詳細
は、デジタル庁ホームページでも案内しているた
め、チェックしておきたい。なお、更新にかかる
手数料は無料。

Column

○ マイナンバーカードの有効期限は発行から10回目の誕生日まで
○ 電子証明書の有効期限は発行から5回目の誕生日まで
○ 有効期限の3ヶ月前から更新手続が可能

Point！
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